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令和 3 年 3 月

令和 2 年度 令和 12 年度

事 業 形 態

事 業 開 始 年 月 日 平成19年8月1日

 指定管理者制度(使用料金制)

料 金 形 態 の 考 え 方

施 設 名

区  分

1 人

13 年

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）による経営比較分析表）を添付すること。

駐 車 料 金

 30分 100円
 以後30分増すごと 100円
 24時間まで 1,000円限度
 ※24時間を越える部分の金額は、24時間までごとに算定した額の合計額とする。

 ３か月 30,000円

構 造 立体式

駐 車 場 使 用 面 積 収 容 台 数

営 業 時 間 0時～24時（24時間営業）

 別紙経営比較分析表参照

普 通 利 用

定 期 利 用

種 類 届出駐車場

リベーラ磐田市営駐車場

　－

立 地 駅
建設後（建替後）の経過
年 数

リベーラ磐田市営駐車場整備事業経営戦略

 イ 指定管理者制度

職 員 数

団 体 名 ： 磐 田 市

事 業 名 ： 駐車場事業

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

法非適

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

法適(全部適用・一部適用)
非 適 の 区 分

１．事業概要

 条例に定める額

民 間 活 用 の 状 況

6422.05㎡ 189 台

料 金 形 態

現在の経営状況
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目 標  一般会計からの繰入は行わず、特別会計として独立採算で運営する。

２．将来の事業環境

 供用開始から13年を経過し、施設及び機器類の老朽化がみられるため、躯体の塗装、精算機・防犯カメラ等の改修を行う必要
がある。
 指定管理者と連携を図り、今後の修繕箇所や設備投資について検討を行う。

 現状の収支状況は、管理運営費においては使用料収入で賄えており健全な運営を行っている。
 今後、施設を現状維持していくなかで、供用開始から13年を経過し、施設及び機器類の老朽化がみられるため、躯体の塗装、
精算機・防犯カメラ等の改修を行う。

 本計画期間において、駅周辺での大規模な集客施設の整備・廃止が予定されていないことから現状と同水準で推移する見通
し。

料金収入の見通し

 磐田駅前中心市街地活性化に寄与する駐車場とする。
 ○ 中心市街地における土地の合理化かつ健全な高度利用と都市機能の更新により、魅力ある快適な都市環境の形成と地
  区の活性化を図る。

・ 公共駐車場として、市民の駐車需要に対し、公平、平等かつ適正な運営に努める。
  ・ 効率的な維持管理によりコスト削減、また、安定経営を図るため,指定管理者と連携して営業活動を強化する。
  ・ 公共駐車場として、地域イベントへの協力、地域活性化を支援する。
  ・ 利用者ニーズを把握するとともに、利用者の要望に対応したサービスを実施し、顧客満足度の向上に努める。

  ① 収支計画のうち投資についての説明

 別紙投資・財政計画（収支計画）参照

施設の見通し

駐車場需要の見通し

組織の見通し

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

投資・財政計画（収支計画） ： 別 紙 の と お り
投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

 現状と同じ１人工を配置
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駐車台数・使用料収入の推移

駐車台数 使用料収入
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目 標  特別会計として独立採算で運営する。

  ① 今後の投資についての考え方・検討状況

  ② 今後の財源についての考え方・検討状況

 令和９年度までは建設費用の起債償還があり、使用料収入のみでは支出を賄えないため、不足分については他会計繰入金を充
てる。
 使用料収入向上を図るため、指定管理者と連携し、定期利用台数の調整や空きスペースでの利用など、利用者ニーズに応えた
サービス向上に取り組むことで、利用台数の増加及び使用料収入の増加に努める。

 設備投資をすべき箇所や修繕箇所を精査するとともに計画的な投資を行う。

そ の 他 の 取 組 　－

投 資 の 平 準 化

委 託 料  指定管理者制度(使用料金制)を導入しており、管理業務を委託する。

管 理 運 営 費  指定管理者制度と協議し、適切な管理運営費を計上する。

職 員 給 与 費  １人工配置

そ の 他 の 取 組 　－

資産の有効活用等による
収 入 増 加 の 取 組

 駅前にあり、収益が見込める場所であることから、効率的な運営に努め、財源の確保に努
める。

そ の 他 の 取 組 　－

 駐車場使用料で管理運営費を賄えるよう運営する。
 令和９年度まで続く起債償還においては、使用料収入だけでは賄えないため、他会計繰入金を充てる。

  ② 収支計画のうち財源についての説明

  ③ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明

  ③ 投資以外の経費についての考え方・検討状況

繰 入 金  令和９年度まで起債償還があるため、繰入金が必要となる。

 駐車場の利用状況、周辺施設の状況などから、総合的に判断を行う。

 計画なし

民 間 活 用 指定管理者と連携を図り，民間企業のノウハウを活用する。

利用者増加に向けた取組
    指定管理者と協力のうえ、利用者へのアンケート調査を行い、利用ニーズの把握を行い、
利便性の向上を図ることで利用者増加に向けた取組を実施していく。

駐 車 場 の 配 置 の 適 正 化

料 金  利用状況や近隣駐車場の動向を踏まえ検討する。

企 業 債

 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要
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公営企業として実施する必要性
 磐田駅前中心市街地活性化のため設置しているため。
 建設に係る公営企業債の償還を行うため、効率的な運営を行い収入を増加を目指す必要が
ある。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

 毎月及び年次の指定管理者からの報告書により施設の状況管理を行い、５年ごとの指定管
理者更新時や大規模改修時等のタイミングで経営戦略の見直しを行う。

事 業 の 意 義 、 提 供 す る
サ ー ビ ス 自 体 の 必 要 性

 磐田駅前中心市街地活性化を目的に設置し、磐田駅利用者や近隣施設の駐車場として機能
している。

５．公営企業として実施する必要性など

６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項
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グラフ凡例
当該施設値（当該値）

類似施設平均値（平均値）

令和元年度全国平均

経営比較分析表（令和元年度決算）
静岡県磐田市　リベーラ磐田市営駐車場

業務名 業種名 事業名 類似施設区分 管理者の情報 立地 周辺駐車場の需給実態調査 駐車場使用面積(㎡)

有 6,131 ■

自己資本構成比率(％) 種類 構造 建設後の経過年数(年) 収容台数(台) 一時間当たりの基本料金(円) 指定管理者制度の導入

法非適用 駐車場整備事業 - Ａ１Ｂ１ 非設置 駅

－

該当数値なし 届出駐車場 立体式 13 189 200 代行制 【】

分析欄

1.収益等の状況 3.利用の状況 1. 収益等の状況について

　駐車場使用料収入は若干ではあるが増加傾向
であり、補助金比率も年々減少しているが、令
和９年度までは地方債の返還金支出があるた
め、他会計からの補助金が必要となる。
　ただし、償還分を除いた運営は黒字であるた
め健全な運営ができているため、指定管理者の
ノウハウを活用し、共に一般利用者の増加を進
めていく。

H27 H28 H29 H30 R01 H28 H29 H30 R01H30 R01 H27

当該値 39.3 37.8 35.8 34.8 33.0

H27 H28 H29

2. 資産等の状況について
平均値 218.5 151.2 212.4 243.0 218.2 平均値 4.7 4.0

当該値 52.9 54.5 56.6 60.3 64.0当該値 15.2 11.5 9.1 5.4 0.4

139.3 135.3 127.7

　供用開始より13年が経過し、建物及び設備機
器の劣化が進んでいるため、高額な修繕が今後
見込まれている。
　地方債の借入もあり、収益的収支比率が低い
ため、複数の修繕を一度に行うことは難した
め、劣化個所を把握し、優先順位を考慮したう
えで、計画的な設備修繕を行う。

3. 利用の状況について

　駐車場のある駅前に安価な駐車場が増えてき
ており、また、定期利用も行っているため稼働
率は高くないが、広報活動や近隣の事業所への
利用促進を図ることで若干ではあるが増加して
いる。
　今後、稼働率向上のため指定管理者と共に一
般利用者の増加を進めていく。

H29 H30 R01

2.資産等の状況

2.4 2.3 1.5 平均値 138.9 139.7

H28 H29 H30 R01 H27 H28H27 H28 H29 H30 R01 H27

3,691 5,667 8,598当該値 3.3 13.7 17.2 23.8 32.9

平均値 46 39 25 23 11

当該値 657 2,918当該値 340 249 188 104 8

平均値 37,496 31,888 13,314 28,825 26,838平均値 33.2 29.6 29.2 30.4 5.8

⑦敷地の地価(千円)
全体総括

　現在は地方債の償還金支出額が高いが、償還
金の返還が終了すれは健全な運営が見込まれ
る。
　駐車場使用料は若干ではあるが増加傾向にあ
るため現状としては、事業廃止及び民問譲渡は
検討していない。
　今後は、大規模な修繕計画の作成や屋根付き
駐車場や管理人の常駐の利点を生かし、利用促
進を図っていく。

238,038

⑧設備投資見込額(千円)

H27 H28 H29 H30 R01 H27 H28 H29 H30 R01H30 R01

 2,398.3 1,941.0 1,564.2 当該値 3,127.3当該値     
44,000

H27 H28 H29

平均値   

 当該値    

平均値      

2,665.8

224.1 152.5 1,239.2   平均値 280.0 239.6

0.0
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150.0
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300.0

①収益的収支比率(％)
【619.1】

0.0

500.0
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2,000.0

2,500.0

3,000.0

3,500.0

⑩企業債残高対料金収入比率(％)
【425.4】
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1.2

⑨累積欠損金比率(％)

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8
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1.2

⑥有形固定資産減価償却率(％)
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②他会計補助金比率(％)
【2.3】
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③駐車台数一台当たりの他会計補助金額(円)
【17】
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⑪稼働率(％)
【205.9】
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⑤ＥＢＩＴＤＡ(千円)
【14,290】

該当数値なし 該当数値なし
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様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年      度

１ (Ａ) 26,685 26,442 25,317 24,171 23,001 21,808 22,006 22,506 22,506 22,506 22,506
(Ｂ) 22,206 19,686 20,006 20,506 21,006 21,506 22,006 22,506 22,506 22,506 22,506

ア 22,200 19,680 20,000 20,500 21,000 21,500 22,000 22,500 22,500 22,500 22,500
イ (Ｃ)
ウ 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6

4,479 6,756 5,311 3,665 1,995 302 0 0 0 0 0
ア 4,478 6,756 5,311 3,665 1,995 302 0 0 0 0 0
イ 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２ (Ｄ) 26,785 26,442 25,317 24,171 23,001 21,808 21,017 20,205 20,000 20,000 20,000
18,921 19,680 19,680 19,680 19,680 19,680 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

ア

イ 18,921 19,680 19,680 19,680 19,680 19,680 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000
7,864 6,762 5,637 4,491 3,321 2,128 1,017 205 0 0 0

ア 7,864 6,762 5,637 4,491 3,321 2,128 1,017 205 0 0 0

イ
３ (Ｅ) △ 100 0 0 0 0 0 989 2,301 2,506 2,506 2,506
１ (Ｆ) 54,940 55,941 59,265 78,211 89,381 60,574 40,463 18,729 0 0 0

54,840 55,941 59,265 78,211 89,381 60,574 40,463 18,729 0 0 0

100 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
２ (Ｇ) 54,840 55,941 59,265 78,211 89,381 60,574 41,452 21,030 0 0 0

2,200 20,000 30,000

(Ｈ) 54,840 55,941 57,065 58,211 59,381 60,574 41,452 21,030 0 0 0

３ (Ｉ) 100 0 0 0 0 0 △ 989 △ 2,301 0 0 0

地 方 債
う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金
他 会 計 借 入 金
固 定 資 産 売 却 代 金

そ の 他
収 支 差 引

資
本
的
支
出

地 方 債 償 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

支 払 利 息
う ち 一 時 借 入 金 利 息

区   分

料 金 収 入

そ の 他
営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金
そ の 他

そ の 他

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金
工 事 負 担 金

資

本

的

収

支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

(Ｆ)-(Ｇ)

そ の 他
資 本 的 支 出
建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

12年度

収

益

的

収

支

収
益
的
収
入

総 収 益
営 業 収 益

受 託 工 事 収 益

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

収
益
的
支
出

総 費 用

９年度 10年度 11年度

収 支 差 引 (Ａ)-(Ｄ)

２年度

う ち 退 職 手 当
職 員 給 与 費

営 業 費 用

営 業 外 費 用
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様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年      度

区   分 12年度３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 10年度 11年度２年度

(Ｊ) 0 0 0 0 0 0 0 0 2,506 2,506 2,506
(K)
(Ｌ) 100 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(Ｍ)
(Ｎ) 100 0 0 0 0 0 0 0 2,506 2,506 2,506
(Ｏ)

黒　字 (Ｐ) 100 0 0 0 0 0 0 0 2,506 2,506 2,506
赤 字 (Ｑ)

(Ｒ)
(Ｓ) 22,206 19,686 20,006 20,506 21,006 21,506 22,006 22,506 22,506 22,506 22,506

(Ｔ)
(Ｕ)
(Ｖ)

(Ｗ)
(Ｘ) 408,493 353,654 297,713 240,648 118,762 123,056 62,482 21,030 0 0 0

（単位：千円）
年      度

4,478 6,756 5,311 3,665 1,995 302 0 0 0 0 0
3,582 5,405 4,249 2,932 1,596 242 0 0 0 0 0
896 1,351 1,062 733 399 60 0 0 0 0 0

54,840 55,941 57,065 58,211 59,381 60,574 41,452 21,030 0 0 0

54,840 55,941 57,065 58,211 59,381 60,574 41,452 21,030 0 0 0
59,318 62,697 62,376 61,876 61,376 60,876 41,452 21,030 0 0 0

） 33

合         計

区   分
収 益 的 収 支 分

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金
う ち 基 準 外 繰 入 金

う ち 基 準 内 繰 入 金
う ち 基 準 外 繰 入 金

○他会計繰入金

(Ａ)
(Ｄ)+(Ｈ)収 益 的 収 支 比 率 （

地方財政法施行令第16条第１項により算定した資金の不足額
(Ｂ)-(Ｃ)営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益

８年度

×100

収 支 再 差 引
積 立 金
前 年 度 か ら の 繰 越 金
前 年 度 繰 上 充 用 金

×100 ）(Ｑ)
(Ｂ)-(Ｃ)赤 字 比 率 （

(Ｊ)-(Ｋ)+(Ｌ)-(Ｍ)
翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

(Ｅ)+(Ｉ)

(Ｎ)-(Ｏ)実 質 収 支

形 式 収 支

11年度 12年度３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

地方 財政法によ る資 金不 足の 比率
健全化法施行令第16条により算定した資金の不足額
健全化法施行規則第６条に規定する解消可能資金不足額
健全化法施行令第 17 条により算定した事業の規模
健全化法第22条により算定した資金不足比
他 会 計 借 入 金 残 高

２年度

((Ｒ)/(Ｓ)×100)

((Ｔ)/(Ｖ)×100)

地 方 債 残 高

10年度９年度

113 11332 31 29 28 26 35 55 113- 7 -


